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はじめに

歴史的な視野に立って眺めると、人間社会

の現代の経済、社会や生活様式を特徴づけて

いるものは、科学技術と動力を使用した機械

生産によって可能となった工業化社会とそれ

と対をなして全世界に広まっている近代国家

枠である。工業生産の全くない地域や国家に

おいても、そこに住む人々の生活や運命は外

の工業化社会とつながっており、その影響を

強く受けている。そして重要なことは、この

様な工業化社会の維持・発展を支えているも

のは大量のエネルギー消費であり、石油資源

はその低価格さ利便性からみて、その中心的

な位置を占め続けていることである。

世界の石油供給に限界があることへの警告

は、石油の大量消費が始まった1 9 3 0年代いら

い度々叫ばれてきた。にも係わらず、その後、

今日に至るまで現実に構造的な石油供給不足

はついぞ訪れなかった。1 9 7 3年から翌年にか

けての第一次石油ショック、1 9 8 9年から数年

続いたの第二次石油ショックなどは、原油取

引市場が戦争や革命の動乱などで一時的に混

乱し原油価格が高騰を見せた現象であって、

その後の世界の原油市場では価格の中位安定

が続き石油供給能力は目下のところ需要を上

回る過剰の状況にある。

されど、資源としての石油供給に限界があ

ることが厳然たる事実である。この限界がい

つ訪れるかについては、今のところ様々の論

拠に立った悲観論と楽観論とが提示されてい

る。なかでも石油地質の専門家達は、具体的

な数値で未発見資源量や究極資源量の推定値

を示しており、世界レベルでの石油供給の将

来を見通す手懸りとなり得る。このうち米国

の地質調査所のC.D. Mastersグループが提示

した数理統計学の確率分布を考慮に入れたデ

ルフィ法に拠った地質データの積み上げ方法

による推定値は、近年になって多くの専門家

が確度の高いものとして注目し、多くの報告

でも引用されている。そこで、この推定を基

礎において、過去に加速度的な増大を続けて

きた消費と照合しつつ、石油涸渇までの時間

の推算がどのようにすれば可能なのかを探る

ことにした。

この結果、判明したことは、�推算結果が

予測としての有効性を持ち得るがどうかは、

介在する多くの不確定要因をどのように取り

扱うかにかかっており、単に使用したデータ

の確度よりも推算の手法そのものに大きく左

右されること�特に推算の結果に大きな影響

を与えているのは、今後の石油消費の年間伸

び率であること�考えられる範囲内での可な

り低い伸び率をとっても、石油不足の事態の

到来は意外に間近に迫っていると考えざるを

得ない、のことであった。

１　研究の目的

この研究の目的は、世界規模で予測される

石油供給の絶対的な不足の時代の到来の時期

を推定する手法の確立にある。さらにこの研

究の社会的意義は、資源としての石油供給に

限界があることが厳然たる事実であり、それ

への唯一可能で現実的な対応が核汚染廃棄物

の処理技術とコスト問題を克服した全く新し

いタイプの原子力発電システムの技術開発に

あるとの認識から、その完成までにどの程度
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の時間か残されているかを確認することにあ

る。大規模な硫黄酸化物の大気汚染による公

害をもたらす石炭や供給量が桁違いに小さく

て補助的な役割しか期待できない水力、地熱、

太陽熱、風力、バイオ資源燃料などのエネル

ギー源は、石油の絶対的な不足の時代にあっ

て、一次エネルギー供給源に期待できないの

である。

なお、ここで云う「絶対的な不足」とは、

世界的な規模での石油供給能力が石油の需要

規模を恒久的に下回る構造的な不足の事態で

あり、人為的な事情による一時的なまたは地

域的な供給不足を意味してはいない。

２　予測に立ちはだかる困難

石油供給の絶対不足に至るまでに残された

時間の推算やその過程のシナリオの予測には

数多くの要因が関連しており、全体がひとつ

の複雑系を構成している。しかも各要因には

以下に列記する不確定性があることから、予

測を著しく困難にしている。

（石油供給の側）

�　公表されている石油埋蔵量の資料には

以下の特徴がみられ信頼性に問題がある

・統計値には、出典により可なりの開き

がある

・油田の埋蔵量は発見後に上方修正がみ

られる

・原油価格の上昇が続くと埋蔵量は大幅

に増大する

�　油田やガス田の発見は依然として偶然

に左右されるところが大きく、発見のテ

ンポを予測することは困難である

�　究極資源量をどのようにして把握する

か、未発見の資源量の推定は困難である

�　原油に代替するものとして期待できる

他の石油資源の可能性には多くの面で不

確かな点がある

特にタール・オイル、シェール・オイ

ルなどの非在来型石油資源は、採掘され

た鉱石の品質により抽出油の生産コスト

に大きな開きがあり、資源量としてのカ

ウントできる範囲が決めにくい

�　油田やガス田の生産の進行が進むにつ

れて表面化してくる生産能力の減退をど

の様に取り扱うか

（石油の消費・需要の長期見通し側）

�　世界経済の成長に左右される一次エネ

ルギー需要の予測が困難

�　大きな資源量が確認されている石炭資

源の代替可能性の見通し

�　原子力を含め他の一次エネルギー源の

大量利用の可能性への疑問

�　大気環境問題から来る化石エネルギ－

の利用への制約

３　石油埋蔵量概念に起因する問題

３－１　可採率（回収率）と埋蔵量

基本的に重要なことは、特に石油地質に関

連した専門的な言及の場合を除き「石油埋蔵

量」の用語は「石油確認可採埋蔵量」を指し

ており、それは発見され計算された地下にあ

る炭化水素資源の総量を意味していないこと

である。つまり一般に使用される石油埋蔵量

は、総て地表に取り出せる資源量ベースて計

算されている「可採埋蔵量」である。地下深

くに横たわる含油層の細かな空隙のなかに閉

じ込められている原油やガスの全量は「原始

埋蔵量」と呼ばれ、これを完全に全部地表に

取り出すことは技術的に不可能である。地表

に取り出せる原油の原始埋蔵量に対する率で

ある可採率（回収率）は、含油層の物理的な

性質と適用される採油方法に左右され、今日

の世界平均的な値は2 5パーセントと推定され

ている。（註１）

可採率の値は今後、石油供給の不足から起

きる原油価格の高騰が続くと、より高コスト
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の採油方法が経済的に可能となることで最終

的に上昇すると予見できる。従って、長期に

及ぶ石油不足の予測や推算には、この可採率

の向上に伴う埋蔵量の増加分を考慮に入れな

ければならない。今回の推算では、�これま

でに見られた最大の可採率が、全体としては

少数の例外的な油田に於てではあるが５０パ

ーセントの記録のあること�いろいろの前提

下での石油不足時期到来が西暦 2 0 1 0年から

2 0 7 0年ぐらいと予測されること、などより判

断して、全量が全期間にわたって1 0パーセン

ト向上した3 5パーセントとなることを前提の

計算を行うことにした。

３－２　埋蔵量と資源量の峻別

次に重要なことは、石油の埋蔵量統計とし

て世上公表されているものは、総て“確認”

可採埋蔵量であることである。ここで“確認”

とは、油田を発見、所有する石油採掘企業が

確認・公表する手持ちの埋蔵量のことを意味

している。すなわち、石油会社はその資産価

値の基礎としての手持ちの資源量を毎年、公

表しているのである。石油会社にとって確認

可採埋蔵量は、その所有する個別の、または

全油田や全ガス田の設備投資や生産・販売計

画の基礎であり、同時に資金借入の際に大切

な資産価値としての意味をもつものであり、

その算定は厳格な鉱量基準に拠るとされてい

る。然しながらその値は、実際に算定に当た

る企業の石油地質専門家の大事を採った保守

的な態度や企業の経営戦略上の顧慮が原因で

少なめに公表されることが多い。

この様な事情があることから、各油田やガ

ス田の埋蔵量は、生産開始後の1 0年以上の間

は年ごとの採取（生産）による減耗を打ち消

す程の上方修正が続く傾向が見られる。これ

は生産の過程で新たに知り得た地下の産油層

の立体的な拡がりの確認や油層データの蓄積

による鉱量計算の際のパラメータの見直しの

結果としての鉱量の修正である。

他方、産油各国政府の発表する確認可採埋

蔵量は、各石油生産企業の公表する埋蔵量の

集計値である。8 0年代に入ると中東の産油各

国政府は、相次いで突然に埋蔵量として大き

な数値を公表するようになった。これは新し

い油田やガス田の発見によったものではな

く、確認ベースではない期待値を組み込んだ

ベースでの埋蔵量であったと見られている。

この様な大規模な埋蔵量の上方修正は、原油

供給が過剰の時代にあってO P E C内部の生産

割り当ての交渉を有利にするなどの様々の政

治的な理由からなされたもので、「埋蔵量の

成長現象」と呼ばれている。

埋蔵量統計値にはこの様な事情があること

から、長期に及ぶ石油供給能力の見通しの予

測に当たっては、単に公表されている埋蔵量

と消費量の統計値の推移から将来を予測する

やり方は適当ではない。近年、専門家の間で

は、埋蔵量の統計値とは無関係に、石油地質

的な考察を基にした究極資源量を地域ごとに

把握する試みを強調する姿勢が注目されるよ

うになっており、この研究においてもこの様

な推定の成果を採用する方法を採ることにし

た。

４　石油発見に見られる特色

４－１　石油発見のテンポに係わる問題

油田やガス田発見のテンポが予見できない

問題への解決は、結局のところ克服できない

ようである。このことは、恐らくは石油の探

鉱と発見に認められる以下に挙げるような事

情が関連していると考えられる。

イ　石油資源の分布は、高度に地域的に偏

在している

ロ　発見された油田のサイズも高度に偏在

性を見せており、資源量は少数の超巨大

油田や巨大油田に集中している

ハ　同一の堆積盆内では、サイズの大きな

油田・ガス田から先に発見される傾向が
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見られる

ニ　特にこれまで石油活動の見られなかっ

た“ヴァージン・エリア”とでも呼ぶべ

き堆積盆での試掘のリスクは大きい

事実、石油産業の歴史を眺めると、間欠的

に見られた巨大油田の発見は全て新規に登場

した産油地帯、つまりヴァージン・エリアの

探鉱成果であることが分かる。また、このよ

うな発見こそが生産によって減耗する世界の

石油資源手持ち量をを大きく回復してきたの

であった。そして、このヴァージン・エリア

での探鉱リスクを最小にする合理的な方法は

長期にわたって巨大な探鉱資金を投下するこ

とであり、それは巨大な企業のみがよく成し

得るところとである。

４－２　石油発見を予測する理論

世界的規模で見れば、油田やガス田発見の

テンポが予見できない様に見える。他方、石

油地質の研究者は特定の堆積盆（特定の地質

年代に着目した地下の石油の堆積環境ごとの

地域区分、一つのまとまった産油・ガス地帯

として知られることが多い）に着目して、そ

の中での資源発見に数学的な規則性を経験則

として見つけようと試みてきた。それらは、

当堆積盆における発見のテンポは予見できな

いにしても、各油・ガス田の規模の分布堆究

極資源量についての推定に利用されている。

このうち主なものを紹介する。

� H u b b e r t曲線（生産量推移の減退モデル）

M. King Hubbertは1 9 5 6年に各堆積盆内の生

産量は、究極可採埋蔵量の半分が生産された

段階で生産量が減退していくベル型の生産量

推移パターンを示す経験則を発見した。彼は、

このパターンを「L o g i s t i c曲線」と呼び、これ

を利用して長期的にみて特定推移盆内の生産

能力の天井の時期の予測や、その時までの累

積生産量をグラフの上から読みとることを提

唱したのであった。

この試みは堆積盆内の油・ガス田の埋蔵量

ではなく、生産量に着目してその時系列推移

との関係に法則性を見いだそうとしたもので

あったが、その後の以下に紹介する様な発見

埋蔵量の予測の試みに多くの示唆を与えたの

であった。（註２）

� Z i p fの法則

その後、Z i p fは、堆積盆内の巨大油・ガス

田の埋蔵量の規模の序列（シーケンス）数と

それぞれの埋蔵量の初期値を対数尺 D i s p l a y

（グラフ）に表示すると右下がりの整列線が

得られる、と云う経験則を発見する。

1 9 9 3年になって、I F P 社の N. Alazrd と L .

M o n t a d e r tは、この法則を利用して世界の究

極資源量を求めようとする試みでいる。それ

によると、在来型石油資源の究極資源量推定

は、原油価格を2 0＄/ bとした前提で2,2 0 0×

1 09 B l sであって、これは後ほど紹介する第1 3

回世界石油会議（1 9 9 1）年でC. D. Mastersグ

ループの提示した「修正型デルフィ法」の推

定値と近似した結果となっている。この方法

は、「巨大油田分布グラフによるシーケンス

法」と呼ばれている。（註３）

� 放物線フラクタル法

フランスのI P F研究所のL a h e r r e r eは「減退

曲線（Depletion Model）」という統計的な法則

を提唱している。それは、特定の堆積盆では

各発見油田の究極的な可採埋蔵量とその規模

の順位で対数尺の上にプロットする（ L o g -

Log Size-Rank Display）と常に放物線を描き、

これを利用して堆積盆ごとの新規発見油田の

規模別分布と発見パターンの推定が可能であ

る、とする手法であった。

I P Fの研究所での研究歴がありその後のス

イスのP e t r o c o n s u l t a n t s社に転じて世界各地の

石油探鉱データに接する立場にあった C. J.

C a m p b e l lは、この法則やH u b b e r t曲線を利用

して各地の未発見油田の発見量を推定してい
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る。彼の得た推定値は、

究極可採埋蔵量　1,8 0 0G Bls

今後の発見量　　 3 5 0 〃

累積発見量　　　1,4 5 0 〃

であった。しかし、この結果は、それぞれに

探鉱活動の技術内容と作業量密度の異なる地

域を同列に扱っていることから悲観的な結論

に陥っている、と批判されている。（註４）

４－３　成長曲線による考察

石油発見のテンポの不規則性を克服するた

めに筆者が試みた手法は、産油（産ガス）地

域あるいは世界規模レベルで資源発見テンポ

の揺らぎをを打ち消す目的で数年の間隔を置

いて拾い上げた累積発見量の推移を考察する

ものである。グラフの上での累積発見量は、

植物の生長曲線の特徴である「S 曲線」が形

状や周期が異なって次々とつながるパターン

で現れることに特徴がある。この様なグラフ

を描くことで、現時点の累積発見量の値がＳ

曲線のパートの中のどの辺に位置しているか

を確かめ、続いて以後に現れるであろうS曲

線の形状を頼りにして、当面の発見のテンポ

と規模を予測しようとするものである。

つまり、現時点のS曲線がそのサイクルの

終末を予測させる対前年増加率が０に接近し

ている状況が見られるとなれば、その後には

新しいS曲線がスタートすることを予測する

ことができる。その大きさや形状は予測不能

ではあるが、グラフの上で、後に考察する方

法で決定する、究極資源量の限界値のレベル

を示す線との位置関係が累積発見量の今後の

予測に関してヒントを与えてくれることにな

る。第１図は、世界規模の累積発見量につい

てこの試みを示したものである。
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５　究極資源量を推定する

５－１　様々の推定法

石油や天然ガスの究極資源量をどのように

認知するかは、石油供給の絶対不足に至るま

でのシナリオ予測を試みる際の中心的な課題

である。このために石油地質の専門家達は

1 9 4 0年代いらい様々の工夫をこらしてきた。

その発表してきた究極資源量の予測値は、大

まかな傾向として年とともに大きくなる傾向

が見られ、最近では２兆バーレルに収斂して

ている。（註５）

これまでに見られた未発見資源量の推定す

る手法の特色は以下の４つに大別される。

� 地域ごとの探鉱密度の差の指摘

世界各地の堆積盆の面積とそこで掘削され

た試掘、開発井数とを比較することで今後に

埋蔵量追加が大きく期待できる地域が浮かび

上がる、と以前からよく云われてきた指摘で

ある。

� 堆積盆での法則からの類推法

この類推法は、先に「４－２　石油発見を

予測する理論」で述べた、ひとつの堆積盆内

で発見された資源量のサイズ分布の経験則を

手懸りにして、世界規模レベルでの未発見資

源量の推算に適用するものである。このやり

方は本来、なにがしかの発見があった地域の

資源量のサイズ分布を手懸りにして、地域内

の発見量の上限を推算しようとする手法であ

って、発見の全く無い堆積盆の可能性の推定

には効果がない。

� 地質調査積み上げ法

これに対して各地の堆積盆ごとに得られて

いる地質データを基礎として、各地域の石油

地質的な特性の評価を考慮にいれた地質調査

積み上げ法が近年、注目を集める様になって

いる。1 9 8 3年1 1月、ロンドンで開催された第

1 1回世界石油会議で米国地質調査所のC. D.

M a s t e r s グループが披露して以来、有名にな

り今のところ最も多く引用されている。

1 9 8 7年ヒューストンで開催された第1 2回石

油会議では、原油の他に天然ガスの資源量に

ついても言及が加わった。さらに1 9 9 1年ヴェ

ノスアイレスで開催された第1 3回石油会議で

は、新たに油田成長要因を導入して、埋蔵量

として、期待度が大きいが未探鉱のP r o b a b l e

R e s e r v e s（推定埋蔵量）と地質的には既知だ

が未探査地域に存在が予想できるPossible R.

（予想埋蔵量）を含めた彼等の云うI d e n t i f i e d

R e s e r v e s（識別埋蔵量）の概念を用いている。

最近の報告は、1 9 9 4年５月～６月にスタヴ

ァンゲルで開催された第 1 4回世界石油会議

で、その内容は今後、発見される可採埋蔵量

は 5 0％の確率で 5 5 0 G Bls、累積発見量は

1,7 0 0G Blsである。

� 経済指標を基とした楽観論

この他に最初から究極資源量の概念を排除

した資源論としては根拠の乏しい楽観論が石

油エコノミストの間から出されている。ここ

で彼等が挙げている根拠には以下のようなも

のである。（註６）

・P. Berns（Oxford Energy研究所）

過去の既発見の油田の埋蔵量成長が著し

い

よって、世界の生産能力はの天井は、2 1

世紀の後半以降でないと訪れない

・P. Davis（B. P. 社）

地質評価・個別油田積み上げ法の全てが

悲観的なバイアスがかかっている

今後、数十年間に、需要増大を見込んで

も、資源量の天井が生産力に影響を及ぼ

す可能性はきわめて少ない

５－２　米国地質調査所のMasters グループ

の手法

マスターズ・グループの採った推定の要点

は、以下の様なものである。（註７）まず、予め

多くの堆積盆ごとに集められ準備されたた堆

積環境、石油地質、物性などの基本データフ

ァイルが準備される。この際、地質的にはあ
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る程度既知だが未探査地域の基本データファ

イルの作成に当たっては、地質的に類似して

おり生産実績が豊富な堆積盆の地質堆積の知

見や既存の石油地質データを参考として、そ

の集油率、試掘による資源発見レートの予測

値などを類似比較をしながら全員が協議の上

で作成する手順が採られる。

この同一のデータを使用して、複数の石油

地質の専門家が個別に堆積盆ごとの、それぞ

れに資源可能性の評価は、最小値、最も確度

の高いと思われる推定値、そして最大値の三

ランクに分けて提出し報告することから始め

られる。ここで、“最小見積値は、それが発

見される可能性のある実際の資源量を下回る

確率が9 5パーセントであることを意味し、ま

た最も可能性の高い見積値は5 0パーセントの

確率依頼度をもった見積量であることを、そ

して最大見積値では５パーセントの確率信頼

度をもった見積量であることを意味する”も

のとして理解される。

次に、提出された報告を集めてその一致の

程度を確率頻度曲線に照らして検証する。こ

こで全員の回答の平均値が一致したときに

は、そこから作られる対数正規分布曲線によ

る三つの推定値が妥当な推定値とと見做され

採用される。不一致の時には、各委員の推定

値の平均が分布の最頻値（m o d e）の付近に、

最小の推定値が確率9 5パーセントでの未発見

資源量の付近に、そして最大の推定値が確率

５パーセントでの未発見資源量の付近にほぼ

マッチさせるようになるまで評価をやり直す

調整の手続きが続けられる。結果として調整

され得られた対数正規分布曲線の最頻値と既

発見埋蔵量との和が究極資源量として採用さ

れることになる。

この推定値は、産油国別や地域別そして全

世界規模でまとめられており、その数値はこ

れまでの様々の方法の推定値のうちで最大規

模のものである。この様なことを考慮に入れ

て石油供給の絶対不足の時期を推定するこの

研究では、前提となる原油と天然ガスの究極

資源量として1 9 9 4年の第1 4回世界石油会議で

マスターズ達が報告した推定値のうち確率頻

度が5 0パーセントの値を採用して試算を行っ

てみた。

６　究極資源量と供給との間にあるもの

６－１　油田の老朽化への顧慮

大量に採取され減耗してゆく石油資源の寿

命を示す際には可採年数（R ／ P）という指

標が使われている。この指標は元来、油田ご

とにまた産油国ごとにあるいは世界規模での

可採埋蔵量（R）と現在の採取量（P）の比率

として求められるもので、その数値は今後、

現在と同じ水準の採取・減耗が続いた場合の

資源の寿命年数を示すものである。また、こ

のR ／P指標は石油供給の絶対不足の発生時

期を算出する際にも、確認可採埋蔵量を未発

見の期待埋蔵量を含めた資源量に対して、同

様な資源の寿命年数を示すものとして利用で

きる。この研究報告においても、R／P指標

は石油供給の絶対不足時の推算の中で重要な

指標として登場する。

ところで、現実に年々の減耗の量は経済活

動の規模に応じて変化が見られるので、この

指標は資源涸渇の寿命を正しく予知している

ものではなく一応の目安にしか過ぎない。さ

らに加えて、この指標には重大な欠陥がある。

それは、生産・減耗が続く油田では老朽化が

起きて生産能力が低下して毎年の生産量が次

第に少なくなっていくことである。つまり、

Ｒ／Ｐ指標は資源涸渇が突然にに訪れるもの

として生産の続く寿命をを表示するが、現実

には生産力の低下はそれ以前から少しずづ起

るものなのである。

原油を地表へ採取するには油層内のガス圧

を利用した自噴が利用されるので、原油の採

取に当たっては、油層からの原油の回収量を

究極的に最大にするために、地下のガス圧の
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低下を最小にどとどめる技術的な顧慮がきわ

めて重要とされている。つまり油田の採油速

度には技術的な限界があり、これを無視した

乱獲的な生産は、ガス圧の急激な低下や大量

の油田水の侵入が始まり油層に回復不能の荒

廃をもたらし、資源の急速な涸渇を惹き起こ

すのである。技術的な理由による油田からの

生産・採取の安全な速度は、年間ベースで埋

蔵量の 1 0パーセントが上限と考えられてい

る。つまり、油田に残っている埋蔵量が可採

年数値で1 0年分にまで低下した後には、油層

の荒廃を防ぐために採取・生産量を毎年、大

幅に引き下げなければならないのである。し

たがって世界規模での原油供給能力を予測す

るときにも、同様にR ／P値ガ示す涸渇時の

1 0年前に採取量の確保が不可能になると考え

なくてはならない。（註８）

６－２　ヴァージン・エリアへの探鉱投資

未発見の石油資源の存在が期待できるとし

ても、それが現実に生産力となり石油供給を

支えるに至るには、その間に順調な石油発見

と油田やガス田への設備投資がなくてはなら

ない。この石油供給の絶対不足時の算定に当

たっては、探鉱成果である発見のテンポが不

確かで予測できないので、やむを得ず“未発

見資源が順調に発見される”との前提に立っ

ての試算を行うことにした。

ところで、“石油が必要なときに前もって

（充分な時間的な余裕をもって）必要なだけ

発見される”という前提が現実的であるかど

うかは、一つにかかって石油企業の探鉱投資

ヘの態度いかんにあると云える。後ほど紹介

するように原油と天然ガスの手持ち確認可採

埋蔵量の可採年数（R／P）が6 0年近くある

（1 9 9 3年の時点で）ことになれば、今後の現

況では、その手持ち量が1 0年分以下に落ち込

む前に新たな巨大産油地帯での発見が期待で

きないわけではない。

問題は、石油供給能力の低下が意識され、

価格が高騰してからでないとリスクの大きな

ヴァージン・エリアへの探鉱投資は始まらな

いことにある。このことによる遅れは、これ

までの経験から見て少なくとも1 0年近くと考

える必要がある。さらに、既に述べた様に、

油田の涸渇は突然に訪れるものではなく、そ

の1 0年前から生産力が減衰するという事情が

ある。そうなると1 9 9 2年の原油の可採年数は

5 0年分（1,5 0 5億トン÷3 0億トン）があるが、

これより2 0年分を差引いた3 0年以内にヴァ

ージン・エリアでの探鉱成果が見られなけれ

ば、世界に石油供給の絶対不足が訪れること

になる。

７　代替石油資源の取り扱い

７－１　石油資源の範囲に関する問題

石油供給の絶対不足時の予測に当たって

は、対象となる石油の範囲を確定しておく必

要がある。人類が1 9 3 0年代いらい大量に利用

してきた原油が対象になることは当然のこと

として、6 0年代の後半から特に大量に利用さ

れるようになった天然ガスも石油の中に含め

てよいだろう。同じ炭化水素である天然ガス

は、地下の油層の中で高圧の状態で原油と一

緒に存在し、また流体であり取扱いの利便さ

や採取コストの低さから見てエネルギー資源

として原油と対等の価値があるからである。

両者の代替関係は、熱源や動力源また合成化

学製品の製造に必要な装置が異なるので完全

とは云えない。然しながら、どちらかが次第

に不足して価格が上昇する過程では装置の追

加投資が自然に進むことを考えれば、これに

必要な時間は無視することができよう。これ

らのことから原油と天然ガスは「在来型石油

資源」と呼ばれている。問題は、原油や天然

ガス以外の炭化水素資源である「非在来型石

油資源」と「非在来型ガス資源」である。

非在来型石油資にはタール・オイル（瀝青

油）とシェール・オイル（頁岩油）がある。
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これら非在来型石油資源は固体であり、いず

れも地表近くに発見されている石油系炭化水

素の貧鉱である。これら両資源はともに膨大

な埋蔵量のほとんど全ては発見済みで、その

存在量は把握されている。しかし、いずれも

採掘から石油の抽出までのコストが原油に比

べて可なり高くつくことから、今のところ商

業的な生産には至っていない。

これらの資源から合成石油を生産する際に

は、石炭層や金属鉱床と同様に露天掘りや坑

道掘りによる採掘が行われ、さらに石油分の

抽出と精錬の工程が必要となる。またその資

源量は抽出される合成油を発熱量で原油等価

換算のベースで表示されることになる。然し

ながら、合成石油として抽出可能のものの資

源量は、それぞれの鉱床の存在状態や品質の

面から見て、この中のごく一部分だけである。

露天掘りには採掘の経済性から一定の条件が

充たされねばならないし、坑道掘りの場合に

は坑道内に陥没防止のための柱部分を残すこ

とから採掘率としての0.6が適用されなけれ

ばならない。また、タール・オイル資源に関

しては地下の鉱床内での抽出・精錬の技術が

あるが、シェール・オイルの地下精錬は不可

能である。さらに採取した鉱石を精製して合

成油を生産する際に大量の熱を必要とするの

で、この際のエネルギ－回収率が考慮されて

いない資源量の報告も多く見られるので取扱

に注意が必要である。

このように非在来型石油資源は、液体資源

である在来型石油資源とは異り鉱石の品質の

差が大きく、また露天掘りや坑道掘りなどの

地下からの鉱石の採取、石油成分の抽出され

る技術レベルとコストも様々なので、利用可

能の資源量についてのデータは範囲の採り方

で大きな差が出ることとなる。ところが世上、

資源量として公表されている数値は多くの場

合、鉱石の存在状態や品質など採掘条件や精

製に伴う条件への顧慮を全く欠いた粗鉱石の

膨大な量をベースにしており、技術的にまた

経済的にみて利用不可能な資源量を含めての

ものであって、それが期待可能の資源量と受

け取られる危険がある。

７－２　タール・オイルの資源量

タール・オイルは、地表近くに発見された

軽質の石油分が逃げ去った含油層で、砂岩の

中に多少の流動性を残した超重質油を含む

「ヘビー・オイル」と砂岩が崩れ去りさらに

石油分が失われて砂にタール状の石油が染み

付いた「タール・サンド」（別名、「オイル・

サンド」）に分けられるが、この区別は品質

の程度の差にしか過ぎない。

「タール・サンド」資源のうちではカナダ

のアルバータ州のアサバスカスやコールドレ

ークの資源が有望視されている。露天掘りが

可能なものの条件は、被覆深度が1 5 0フィー

ト以下で被覆層厚／油層厚比が１以下、含油

率が５w tパーセント以上とされている。採掘

後、熱水と苛性ソーダを加えてタール状の石

油を取り出して精製する。そのときの変換効

率は7 0パーセントとされている。深度のある

鉱床では高温・高圧のスチームの圧入して液

状の重質油を汲み出す油層内回収法が採られ

るが熱効率が悪く回収率も低い。この場合の

変換効率は2 0パーセントとされている。（註９）

「ヘビー・オイル」のうち有望視されてい

るのはベネズェラのオリノコ河畔の資源であ

る。回収された固体に近い産出油に熱水と界

面活性剤を加えて乳状（エマルジョン）にし

て重油の代用にする試みが進められている。

カナダとベネズェラの両者はタール・オイル

資源発見資源量の 9 5パ－セントを占めてい

る。この研究報告の試算では、回収と熱変換

率についての言及のあることから手堅い資料

と考えてよい地質学者 Roadifer が近い将来の

技術開発の可能性を見込んだアルバータ州と

オリノコ流域の資源からの回収量として1 9 8 6

年の報告にある合計3,8 0 0億バ－レル（5 1 8億

トン）を採用した。（註1 0）
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なお、フランスの研究機関I F PのN . A l z a r d

と L . M o n t a d e r tの1 9 8 3年の報告では 5,4 0 0億

バ－レル（7 3 6億トン）とされている。（註1 1）し

かし、この差の2 1 8億トンはこの試算が採用

した石油資源全体の残存資源量の6,2 7 5億トン

からみれば僅か3.4パ－セントにしか過ぎな

い。

７－３　シェール・オイルの資源量

油層や炭層の上部にある頁岩の中に炭化水

素が取り込まれたもので、常圧下の乾留によ

ってガソリンに似た軽質油が抽出される。オ

イル・シェール鉱床は世界中に広く分布して

いるが低品質のものが多い。利用可能と考え

られる資源の大半は米国内にあるが、そこで

の商業化の可能性のある露天掘りが可能なも

のは全体の1 5～2 0パ－セントしかない。ま

た、現在のところ油層内熱回収の技術は確立

されていないため、坑道掘りでは層厚が３～

４ｍ以上、含油率が一定以上の資源が計算の

対象とされており、その回収可能量の計算に

は、存在量（可採埋蔵量に相当する）に坑道

掘りによる柱房率の0.6を乗じた採掘量を適

用しする必要かある。さらに加えて、合成油

の抽出に当たっては大量のエネルギ－が消費

されるので、地球規模でのエネルギ－バラン

スを問題とする場合には、精製工程での自家

消費の分を差し引かねばならない。そこで積

算に当たっては乾留と精製のための熱回収率

の0.6 2が適用されることになる。このように

シェール・オイルは、発見された資源量は巨

大であるが、生産可能の品質や採掘条件の範

囲の採りかたで大きな差が出る資源

である。

この研究報告では、可採埋蔵量相当値とし

て第1 2回世界エネルギ－会議（1 9 8 3年）に提

出された報告のうちで、品質の範囲を従来か

ら米国内で生産計画が進められている 2 5

G a l (1 0 0)／t以上のものとはしないで、将来の

技術レベルを考慮にいれた1 0 G a l (4 0)／t以上

のものまで拡げた集計となっている6,0 2 7億

バ－レル（8 2 2億トン）を採用することにし

た。次いでこのうちの回収可能の資源量には、

これに坑道掘りによる柱房率の0.6と熱回収

率の0.6 2を乗じた2,2 4 0億バ－レル（3 0 6億ト

ン）を適用している。（註1 2）

結局この研究報告の試算では、人類に残さ

れた石油資源量の計算に使用した非在来型石

油資源の発見量のうち経済的利用可能量は合

わせて8 2 0億トンとなった。

７－４　非在来型ガス資源

石油地質や石油産業の専門家達が「非在来

型ガス資源」と呼んでいるものには以下に掲

げた第１表に示したような様々の資源があ

り、この中には部分的に利用されているもの

もある。
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第１表：非在来型ガス資源

Gas Hydrate（メタン・ハ 地下深部の地殻付近に存在が予想されいる

イドレート） シャーベット状のガス水和物

Coal Bed Degasfication 地下深部で石炭や泥炭をガス化

Oil Shale Degasfication 地下深部でオイル・シェールをガス化

Biomass Gas 燃料用に栽培された作物 水棲や陸棲もの

Swamp Gas 熱帯・亜熱帯の沼沢地で発生する腐敗ガス

Tight Formation Gas 米国西部のTight sand に含まれているガス

Geo-Pressured Zone Gas 米国ガルフコーストの異常高圧地下水



これらは、その巨大な抱蔵量が時折、話題

になり、エネルギ－源としての利用の可能性

が指摘されているが、近い将来に大量に商業

生産の可能性は予測されていない。

８　石油消費の予測に関する問題

これまでは、石油の絶対不足事態の予測に

関して供給側からの検討を行ってきた。ここ

からは消費の側からの見通しについて検討を

行うことになる。

世界規模での石油の消費は、採取量・生産

量として把握するとしても、予測が困難であ

る。石油資源の毎年の消費の成長・拡大をど

の程度に見積るか、という問題に係わる困難

は沢山ある。工業化社会の経済活動は中・長

期的にみれば発展・成長を続けてはいるもの

の、その成長速度は可なりの幅で変動するも

のであり、世界の石油消費／生産量の動向は

中・長期的には全く予測不能である。さらに、

採取量が毎年の累積的に成長を遂げるとなる

と、それは資源涸渇への加速的な接近効果を

及ぼす。これに関連して涸渇時期の算定には

世界経済の年間成長率をどのように見積るか

が重要な課題となる。

さらに一つの可能性として将来、石油資源

の供給能力が低下して価格が高騰するように

なると、石炭や原子力、その他の一次エネル

ギー源が価格面からの競争力を持つようにな

り、石油資源への需要が押さえられることが

指摘される。しかし現実には、以下に述べる

理由から見て、この様な代替効果が起きると

は考えられない。

�　石炭資源の確認埋蔵量は巨大ではある

が、その大量燃焼が大気中に排出する硫

黄酸化物のもたらす公害が生物環境に及

ぼす影響は深刻なものであるので、石油

需要を圧迫するような登場は、まず考え

られない

�　原子力利用は、その廃棄物処理の技術

が未確立な現状では、これまた石油需要

を圧迫するような登場は期待できない

�　将来、太陽エネルギー利用、風力、地

熱、波浪利用、バイオマスその他の一次

エネルギー源の実用化は盛んになるでは

あろうが、その規模は小さく到底石油資

源に取って代わる役割は担えないマイナ

ーな補助的な存在である

以上に加えて、石油消費を大きく左右する

もう一つの不確定要因がある。それは、化石

燃料の使用が惹き起こす大気中の二酸化炭素

濃度の増大の確実な進行による地球上の生命

環境の巨大な破壊であり、これを防止するた

めの化石燃料の消費抑制の措置による石油消

費への制約である。この制約は、地球の生命

環境の維持にとってきわめて重要な措置では

あるが、国際的な対応として化石燃料の使用

制限が実施される時点やその規模と影響など

その実現の見通しは今のところ全くないの

で、今回この研究報告ではこれに関しての考

察は全く行っていない。

以上のことを踏まえて将来を予測すると、

石油消費は全く新しい放射性廃棄物の処理の

新技術が完成して安心して原子力利用が可能

になるまではエネルギー需要を支えるべく増

え続けるシナリオが最も確度が高いもの、と

考えるべきであろう。石油資源の涸渇と絶対

不足時の到来を視野に入れた政策の方向とし

ては、人類はエネルギー総需要の増大を抑制

し、なかんずく石油資源消費の増大を可能な

限り少なくすることで絶対不足時の到来を少

しでも遅らせ、この間に原子力量の新技術を

完成させねばならないことになる。

この様な現実の下では、年々の石油資源消

費の増大あるいは減少が極めて現実的な意味

を持つことになる。この様なことから、この

研究報告での石油消費の将来予測は、その予

測としての正確さよりも、石油資源消費の増
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大をパラメータとして扱い、石油消費の年間

伸び率が資源量の減耗速度と寿命にどの程度

の影響を与えるのかの方が重要な意味を持つ

ことになる。

９　石油資源の減耗速度の算出

石油消費の年間伸び率と石油資源の減耗速

度の関係を算出することは可なりスリリング

な作業となる。まず前提となる未発見資源量

を含めての残存資源量を設定し、それを現在

の石油資源の年間消費量との比率である可採

年数（R ／P）値で表示する。実はこの指数

そのものも未発見資源が順調に（ということ

は必要なときに必要なだけ）発見されたとし

ての幸運に乗っかった非現実的な数字であ

る。

次いで現実的と思われる石油消費の年間伸

び率をいくつか設定して、その下での資源涸

渇までの年数を計算する。計算は等比数列の

和の公式を変形して対数化する変形から導か

れる。その結果は、どのような年間伸び率の

下でも以下に示す様な驚くほどに縮小された

寿命を弾き出す。これは、例えれば長さが

1 2 0センチメートルの洋羹を一片の巾が１セ

ンチメートルで切り分ければ1 2 0片が得られ

るのに対して、一片の巾を次々と大きくなる

ように切り分けた時の片数を数える様なもの

である。さらに困ったことに、絶対不足時は

この年数の1 0年前から始まるのである。

９－１　手持ちの残存資源量

以下に掲げた第２表は、これまでに検討し

てきた石油供給の絶対不足時の算定の基礎と

なった第1 4回世界石油会議（1 9 4 4年　スタヴ

ァンゲル）で米国の地質調査所のM a s t e r s グ

ループの提出した報告の要旨である。
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第２表：算定の基礎となった石油資源量

資源のカテゴリー

累積生産量 �

確認可採埋蔵量 �

未発見資源の推定値 �

最小見積（確率頻度9 5％） ａ

最頻見積（確率頻度5 0％） ｂ

最大見積（確率頻度５％） ｃ

究極資源量

最頻見積　M o d e値 �＋�＋ｂ

年間採取量

原油資源

1 0９b l s . 億トン

6 9 8.6 9 5 3

1,1 0 3.2 1,5 0 5

2 9 2.2 3 9 9

4 7 0.7 6 4 2

1,0 0 5.2 1,3 7 1

2,2 7 2.5 3,1 0 0
2 2.2 3 0

天然ガス資源

1 01 2 C. Ft 億トン

1,7 5 0.2 4 4 6

5,1 3 6.0 1,3 1 0

2,9 0 3.5 7 4 1

4,6 8 1.3 1,1 9 4
1 0,0 2 2.9 2,5 5 7

1 1,5 6 7.6 2,9 5 1
7 4.4 1 9

（換算）原油　　　１×1 0９t＝７.３３×1 0９ b l s
天然ガス　１×1 0９t＝３９.２×1 01 2 C.  Ft

（註１）報告は他にN G L（井戸元で原油から分離して採れる天然揮発油）として

1 0９b l s . 億トン

確認埋蔵量 9 0.0 1 2 3

未発見資源の最頻見積（確率頻度5 0％） 1 0 2.2 1 3 9

を掲載している

（註２）天然ガスや非在来型石油（それから得られる抽出ベースでの）資源量は、発熱量換算の

石油量として示されている

（1 9 9 2年末）



９－２寿命年数で表示された資源量

石油供給の絶対不足時の算定は年数として

示されることになるので、その計算の過程で

登場する資源量も同様に可採年数（ R ／ P）

の形で表現されなければならない。第３表は、

このための計算に必要な資源量をまとめたも

のである。

また第２図は、ここで積算された世界の石

油資源量の全体像とその量の大きさの概略を

ともに示したものである。
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第３表：石油資源の寿命の推算の過程

第２図：世界の石油資源量の全体像　1 9 9 2年末／単位：億トン

概数で表示した資源量（億トン） 年産比（1 9 9 2）

在来型石油資源

原油　　　　　　　　３，０１０　　　　　÷３０　　　　　１００年分

［確認可採埋蔵量（1,505）＋未発見資源量（642）］×35 ／25

ＮＧＬ　　　　　　　　　３７０

天然ガス　　　　　　２，５００　　　　　÷１９　　　　　１３１

（小計） （５，８８０） ÷４９　　　　（１１９）

非在来型石油資源

瀝青油　　　　　　　　５２０　　　　　÷４９　　　　　　１０年分

頁岩油　　　　　　　　３００　　　　　÷４９　　　　　　　６

（小計） （８２０） ÷４９　　　　　（１６）

合　計　　　　　　　　６，６７０億トン　　　　　　　　　　　１３６年分



９－３　消費の伸びによる寿命年数の目減り

これまでの積算結果から、今後に使用可能

の石油資源の総量は今後も1 9 9 2年の消費水準

が続くとした場合に1 3 6年分であると推定で

きることが分かった。他方、世界の経済規模

は今後も何がしかの成長が続くと見て、石油

消費も毎年の増加があると考えなくてはなら

ない。この消費の伸びによる寿命年数の目減

りにをどのように推定するかが次の課題とな

る。問題は、どの程度の年間消費の伸びを設

定するかである。第３図は、石油の大量消費

が始まってから今日までの世界の原油消費の

動向を示したものである。正確には天然ガス

を含めての消費の動向を参考にするべきであ

ろうが、年間伸び率のおおよその動向を知る

には、これで充分に役立つと考えてよい。

このグラフが示している動向から見て石油

消費の年間伸び率は、多い年でも精々５パー

セント以下であると考えられるが、成長の恐

怖の試算のために１パーセントから1 0パーセ

ントまでの合計６つの成長率について割引計

算された寿命年数を計算してみた。結果は第

４表に示してある。この表の中の手持ち年数

は、それぞれ在来型石油資源の手持確認量、

同じくこれに未発見量を加えた量であり、今

後に使用可能の資源量の総計の概数、に対応

するものである。
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第３図：世界の原油生産量の推移

第４表：年間増加率で割引計算した可採年数（ｎ）

年間増加率（ｋ） １％ ２％ ３％ ５％ ７％ 1 0％

手持ち年数（Ｎ）

１３６ ８６ ６６ ５４ ４２ ３４ ２８

１８３ １０４ ７７ ６３ ４７ ３８ ３１

計算式：　ｎ＝ log［Ｎ（Ｋ－１）＋１］／ log  K
ただし，ｋ＝Ｋ／100＋１を示している
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第５表：手持ち資源量の年間増加率の下での割引計算

ｎ＝ log［Ｎ（Ｋ－１）＋１］／ log  Ｋ
Ｋ　は年間増減比

ｋ　は表の年間増加率（ｋ） ｋ＝（Ｋ－１）×100

年間増加率（ｋ） １％ ２％ ３％ ５％ ７％ 1 0％ －１

手持ち年数（Ｎ）

５ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ５

１０ ９ ９ ８ ８ ７ ７ １０

１５ １４ １３ １２ １１ １０ ９ １６

２０ １８ １６ １５ １４ １２ １１ ２２

２５ ２２ ２０ １８ １６ ３３ １３ ２８

３０ ２６ ２３ ２１ １８ １６ １４ ３５

３５ ３０ ２６ ２４ ２０ １８ １５ ４２

４０ ３３ ２９ ２６ ２２ １９ １６ ５０

４５ ３７ ３２ ２８ ２４ ２１ １７ ５９

５０ ４０ ３５ ３０ ２５ ２２ １８ ６８

５５ ４４ ３７ ３２ ２７ ２３ １９ ７９

６０ ４７ ３９ ３４ ２８ ２４ ２０ ９１

６５ ５０ ４２ ３６ ２９ ２５ ２１ １０４

７０ ５３ ４４ ３８ ３０ ２６ ２１ １１９

７５ ５６ ４６ ３９ ３１ ２７ ２２ １３７

８０ ５９ ４８ ４１ ３２ ２７ ２３ １６０

８５ ６１ ５０ ４２ ３３ ２８ ２３ １８８

９０ ６４ ５１ ４４ ３４ ２９ ２４ ２２９

９５ ６７ ５３ ４５ ３５ ３０ ２４ ２９８

１００ ６９ ５５ ４６ ３６ ３０ ２５ ｅ

１０５ ７２ ５７ ４８ ３７ ３１ ２５ ｅ

１１０ ７４ ５８ ４９ ３８ ３１ ２６ ｅ

１１５ ７６ ６０ ５０ ３９ ３２ ２６ ｅ

１２０ ７９ ６１ ５１ ３９ ３３ ２７ ｅ

１２５ ８１ ６３ ５２ ４０ ３３ ２７ ｅ

１３０ ８３ ６４ ５３ ４１ ３４ ２７ ｅ

１３５ ８５ ６６ ５４ ４２ ３４ ２８ ｅ

１４０ ８７ ６７ ５５ ４２ ３５ ２８ ｅ

１４５ ９０ ６８ ５６ ４３ ３５ ２８ ｅ

１５０ ９２ ７０ ５７ ４３ ３６ ２９ ｅ

１５５ ９４ ７１ ５８ ４４ ３６ ２９ ｅ

１６０ ９６ ７２ ５９ ４５ ３６ ２９ ｅ

１７０ ９９ ７４ ６１ ４６ ３７ ３０ ｅ

１７５ １０１ ７５ ６１ ４６ ３８ ３０ ｅ

２００ １１０ ８１ ６５ ４９ ４０ ３１ ｅ



1 0 見通しの持つ意味

現在、世界経済は停滞のただ中にあり経済そ

のものの成長は限りなくゼロに近い水準にあ

る。にも係わらず、原油消費はここ数年間、

毎年２パーセント近くの水準の増加が続いて

いる。この現況を踏まえて考えると、今後、

在来型石油資源の発見が順調に続き、原油価

格が現在よりも可なり高い水準になって非在

来型石油資源の利用が可能になったとして

も、現在の毎年２パーセント近くの石油消費

の伸びが続けば、絶対的な石油供給不足は

1 9 9 2年から5 7－1 0＝6 6年後の2 0 4 8年に訪れ

る、と考えなくてはならない。また、仮に経

済不況が回復したり、この間に大人口を擁す

る開発途上国の近代が進むことになり伸び率

が３パーセントとなれば、その時期はさらに

1 0年早くなる、と覚悟しなければならない。

この様な試算の示す内容は、まさに1 9 7 2年

にローマ・クラブが「成長の限界」で指摘し

た警告そのものである。そこで参考までに

様々のレベルの手持ち資源量の年間増加率の

下での割引計算を第５表に掲げておく。

この表を見て気付くことは、意外にも手持

ち資源量のレベルよりも資源採取の年間増加

率の値の方が計算結果を大きく左右している

ことである。石油資源の涸渇を心配する場合

には、その資源量よりも、消費水準抑制がい

かに重要であるか、をこの計算結果は示して

いるのである。

（完）
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